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子ども・子育て支援法施行規則 

（平成二十六年六月九日内閣府令第四十四号） 

 

 

最終改正：平成二六年七月一七日内閣府令第五五号 

 

 

 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第十九条第一項第二号の規定に基づ

き、子ども・子育て支援法施行規則を次のように定める。 

 

 

 第一章 子どものための教育・保育給付 

  第一節 支給認定等（第一条―第十六条） 

  第二節 施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給（第十七条―第二十五条） 

 第二章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者  

  第一節 特定教育・保育施設（第二十六条―第三十五条） 

  第二節 特定地域型保育事業者（第三十六条―第四十一条） 

  第三節 業務管理体制の整備等（第四十二条―第四十五条） 

  第四節 教育・保育に関する情報の報告及び公表（第四十六条―第五十条） 

 第三章 地域子ども・子育て支援事業（第五十一条）  

 第四章 子ども・子育て支援事業計画（第五十二条）  

 第五章 雑則（第五十三条） 

 附則 

   第一章 子どものための教育・保育給付  

    第一節 支給認定等  
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（法第十九条第一項第二号の内閣府令で定める事由） 

第一条  子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第十九条第一項第二号の内閣府令で定める事

由は、小学校就学前子どもの保護者のいずれもが次の各号のいずれかに該当することとする。  

一  一月において、四十八時間から六十四時間までの範囲内で月を単位に市町村が定める時間

以上労働することを常態とすること。  

二  妊娠中であるか又は出産後間がないこと。  

三  疾病にかかり、若しくは負傷し、又は精神若しくは身体に障害を有していること。  

四  同居の親族（長期間入院等をしている親族を含む。）を常時介護又は看護していること。  

五  震災、風水害、火災その他の災害の復旧に当たっていること。  

六  求職活動（起業の準備を含む。）を継続的に行っていること。  

七  次のいずれかに該当すること。  

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校、同法第百二十四条に規

定する専修学校、同法第百三十四条第一項に規定する各種学校その他これらに準ずる教育施設

に在学していること。 

ロ 職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）第十五条の六第三項に規定する公共職

業能力開発施設において行う職業訓練若しくは同法第二十七条第一項に規定する職業能力開発

総合大学校において行う同項に規定する指導員訓練若しくは職業訓練又は職業訓練の実施等に

よる特定求職者の就職の支援に関する法律（平成二十三年法律第四十七号）第四条第二項に規

定する認定職業訓練その他の職業訓練を受けていること。 

八  次のいずれかに該当すること。  

イ 児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第二条に規定する児童虐待を

行っている又は再び行われるおそれがあると認められること。 

ロ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成十三年法律第三十一号）第

一条に規定する配偶者からの暴力により小学校就学前子どもの保育を行うことが困難であると認

められること（イに該当する場合を除く。） 
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九  育児休業をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る子ども以外の小学校就学前

子どもが特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業（以下この号において「特定教育・保育施

設等」という。）を利用しており、当該育児休業の間に当該特定教育・保育施設等を引き続き利用

することが必要であると認められること。  

十  前各号に掲げるもののほか、前各号に類するものとして市町村が認める事由に該当すること。  

（認定の申請等） 

第二条  法第二十条第一項の規定により同項に規定する認定を受けようとする小学校就学前子ど

もの保護者は、次に掲げる事項を記載した申請書を、市町村（特別区を含む。以下同じ。）に提出

しなければならない。  

一  当該申請を行う保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先（保護者が法人であるときは、法

人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びに当該申請に係る小学校就学前子ど

もの居住地）  

二  当該申請に係る小学校就学前子どもの氏名、生年月日及び当該小学校就学前子どもの保護

者との続柄  

三  認定を受けようとする法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分  

四  法第十九条第一項第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る認定を受け

ようとする場合には、その理由  

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市町村は、当該書類

により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させること

ができる。  

一  法第二十七条第三項第二号、第二十八条第二項各号、第二十九条第三項第二号及び第三十

条第二項各号に掲げる政令で定める額を限度として市町村が定める額（以下「利用者負担額」と

いう。）の算定のために必要な事項に関する書類  

二  前項第四号に掲げる事項を証する書類  
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３  第一項の申請書（法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る認定を

受けようとする場合の申請書に限る。）は、特定教育・保育施設（認定こども園及び幼稚園に限

る。）を経由して提出することができる。  

４  第一項の申請書（法第十九条第一項第二号又は第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る認定を受けようとする場合の申請書に限る。）は、特定教育・保育施設（認定こども園及び

保育所に限る。）又は特定地域型保育事業者を経由して提出することができる。  

５  特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施設等」という。）は、関

係市町村等との連携に努めるとともに、前二項の申請書の提出を受けたときは、速やかに、当該

申請書を提出した保護者の居住地の市町村に当該申請書を送付しなければならない。  

（法第二十条第三項に規定する内閣府令で定める期間） 

第三条  法第二十条第三項に規定する内閣府令で定める期間は、一月間とする。  

（保育必要量の認定） 

第四条  保育必要量の認定は、保育の利用について、一月当たり平均二百七十五時間まで（一日

当たり十一時間までに限る。）又は平均二百時間まで（一日当たり八時間までに限る。）の区分に

分けて行うものとする。ただし、申請を行う小学校就学前子どもの保護者が第一条第二号、第五

号又は第八号に掲げる事由に該当する場合にあっては、一月当たり平均二百七十五時間まで

（一日当たり十一時間まで）とする。  

２  市町村は、第一条第三号、第六号又は第九号に掲げる事由について、保育必要量の認定を前

項本文に規定する区分に分けて行うことが適当でないと認める場合にあっては、同項の規定にか

かわらず、当該区分に分けないで行うことができる。  

（特定教育・保育施設等を経由して申請書を提出した場合の支給認定証の交付） 

第五条  第二条第三項又は第四項の規定により特定教育・保育施設等を経由して申請書が提出さ

れた場合における支給認定証の交付は、当該申請の際に経由した特定教育・保育施設等を経由

して行うことができる。  

（法第二十条第四項に規定する内閣府令で定める事項） 

第六条  法第二十条第四項に規定する内閣府令で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。  
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一  支給認定保護者の氏名、居住地及び生年月日  

二  当該支給認定に係る小学校就学前子どもの氏名及び生年月日  

三  交付の年月日及び支給認定証番号  

四  該当する法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分  

五  支給認定に係る第一条各号に掲げる事由及び保育必要量（法第十九条第一項第二号又は第

三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する場合に限る。）  

六  支給認定の有効期間  

七  その他必要な事項  

（利用者負担額に関する事項の通知） 

第七条  市町村は、支給認定を行ったときは、当該支給認定に係る支給認定保護者及び当該支給

認定保護者が利用する特定教育・保育施設等に対して、当該支給認定保護者の利用者負担額に

関する事項を通知するものとする。  

（法第二十一条に規定する内閣府令で定める期間） 

第八条  法第二十一条に規定する内閣府令で定める期間は、次の各号に掲げる小学校就学前子

どもの区分に応じ、当該各号に定める期間とする。  

一  法第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども 支給認定

が効力を生じた日（以下「効力発生日」という。）から当該小学校就学前子どもが小学校就学の始

期に達するまでの期間  

二  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第二号、第六号、第七号、第九号及び第十号に掲げる事由に該

当する場合を除く。） 効力発生日から当該小学校就学前子どもが小学校就学の始期に達するま

での期間  

三  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第二号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる期

間のうちいずれか短い期間  

イ 前号に掲げる期間 
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ロ 効力発生日から、当該小学校就学前子どもの保護者の出産日から起算して八週間を経過する

日の翌日が属する月の末日までの期間 

四  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第六号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる期

間のうちいずれか短い期間  

イ 第二号に掲げる期間 

ロ 効力発生日から、同日から起算して九十日を限度として市町村が定める期間を経過する日が属

する月の末日までの期間 

五  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第七号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる期

間のうちいずれか短い期間  

イ 第二号に掲げる期間 

ロ 効力発生日から当該小学校就学前子どもの保護者の卒業予定日又は修了予定日が属する月

の末日までの期間 

六  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第九号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 第一条第九号

に掲げる事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市町村が定める期間  

七  法第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第十号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 第一条第十号

に掲げる事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市町村が定める期間  

八  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第二号、第六号、第七号、第九号及び第十号に掲げる事由に該

当する場合を除く。） 効力発生日から当該小学校就学前子どもが満三歳に達する日の前日まで

の期間  
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九  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第二号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる期

間のうちいずれか短い期間  

イ 前号に掲げる期間 

ロ 第三号ロに掲げる期間 

十  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学校

就学前子どもの保護者が第一条第六号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる期

間のうちいずれか短い期間  

イ 第八号に掲げる期間 

ロ 第四号ロに掲げる期間 

十一  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学

校就学前子どもの保護者が第一条第七号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 次に掲げる

期間のうちいずれか短い期間  

イ 第八号に掲げる期間 

ロ 第五号ロに掲げる期間 

十二  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学

校就学前子どもの保護者が第一条第九号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 第一条第九

号に掲げる事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市町村が定める期間  

十三  法第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区分に該当する子ども（当該小学

校就学前子どもの保護者が第一条第十号に掲げる事由に該当する場合に限る。） 第一条第十

号に掲げる事由に該当するものとして認めた事情を勘案して市町村が定める期間  

（法第二十二条の届出） 

第九条  支給認定保護者は、毎年、次項に定める事項を記載した届書（当該支給認定保護者の小

学校就学前子どもが法第十九条第一項第二号及び第三号に掲げる小学校就学前子どもである

場合に限る。）及び第三項に掲げる書類を市町村に提出しなければならない。ただし、市町村は、



資料３ 

 

当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略

させることができる。  

２  法第二十二条に規定する内閣府令で定める事項は、第一条各号に掲げる事由の状況とする。  

３  法第二十二条に規定する内閣府令で定める書類は、第二条第二項の書類とする。  

４  市町村は、第一項の届出を受け、当該支給認定保護者の利用者負担額を変更する必要がある

と認めるときは、当該支給認定保護者及び当該支給認定保護者が利用する特定教育・保育施設

等に対して、変更後の利用者負担額に関する事項を通知するものとする。  

（法第二十三条第一項に規定する内閣府令で定める事項） 

第十条  法第二十三条第一項に規定する内閣府令で定める事項は、次の各号に掲げる事項とす

る。  

一  該当する法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分  

二  保育必要量  

三  支給認定の有効期間  

四  利用者負担額に関する事項  

（支給認定の変更の認定の申請） 

第十一条  法第二十三条第一項の規定に基づき支給認定の変更の認定を申請しようとする支給

認定保護者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書に支給認定証を添付して、市町村に提

出しなければならない。  

一  当該申請を行う支給認定保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先（保護者が法人である

ときは、法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びに当該申請に係る小学校就

学前子どもの居住地）  

二  当該申請に係る小学校就学前子どもの氏名、生年月日及び支給認定保護者との続柄  

三  就労状況の変化その他の当該申請を行う原因となった事由  

四  その他必要な事項  
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２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市町村は、当該書類

により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略させること

ができる。  

一  利用者負担額の算定のために必要な事項に関する書類（前条第四号に掲げる事項に係る変

更の認定の申請を行う場合に限る。）  

二  前項第三号に掲げる事項を証する書類  

３  第九条第四項の規定は、第一項の規定による申請を受け、市町村が当該支給認定保護者の

利用者負担額を変更する必要があると認める場合について準用する。  

（市町村の職権により支給認定の変更の認定を行う場合の手続） 

第十二条  市町村は、法第二十三条第四項の規定に基づき支給認定の変更の認定を行おうとす

るときは、次の各号に掲げる事項を書面により支給認定保護者に通知し、支給認定証の提出を求

めるものとする。  

一  法第二十三条第四項の規定により支給認定の変更の認定を行う旨  

二  支給認定証を提出する必要がある旨  

三  支給認定証の提出先及び提出期限  

２  前項の支給認定保護者の支給認定証が既に市町村に提出されているときは、市町村は、同項

の規定にかかわらず、同項の通知に同項第二号及び第三号に掲げる事項を記載することを要し

ない。  

（準用等） 

第十三条  第二条第三項から第五項まで、第三条から第五条まで及び第七条の規定は、法第二

十三条第二項又は第四項の規定に基づく支給認定の変更の認定について準用する。  

２  市町村は、法第二十三条第二項又は第四項の規定に基づく支給認定の変更の認定を行った場

合には、支給認定証に第六条第四号から第六号までに掲げる事項を記載し、これを返還するもの

とする。  

（支給認定の取消しを行う場合の手続） 
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第十四条  市町村は、法第二十四条第一項の規定に基づき支給認定の取消しを行ったときは、次

の各号に掲げる事項を書面により支給認定保護者に通知し、支給認定証の返還を求めるものと

する。  

一  法第二十四条第一項の規定により支給認定の取消しを行った旨  

二  支給認定証を返還する必要がある旨  

三  支給認定証の返還先及び返還期限  

２  前項の支給認定保護者の支給認定証が既に市町村に提出されているときは、市町村は、同項

の規定にかかわらず、同項の通知に同項第二号及び第三号に掲げる事項を記載することを要し

ない。  

（申請内容の変更の届出） 

第十五条  支給認定保護者は、支給認定の有効期間内において、第二条第一項第一号及び第二

号に掲げる事項（以下この条において「届出事項」という。）を変更する必要が生じたときは、速や

かに、次の各号に掲げる事項を記載した届書に支給認定証を添付して、市町村に提出しなけれ

ばならない。  

一  当該届出を行う支給認定保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先（保護者が法人である

ときは、法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びに当該届出に係る小学校就

学前子どもの居住地）  

二  当該届出に係る小学校就学前子どもの氏名、生年月日及び支給認定保護者との続柄  

三  届出事項のうち変更が生じた事項とその変更内容  

四  その他必要な事項  

２  前項の届書には、同項第三号の事項を証する書類を添付しなければならない。ただし、市町村

は、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省

略させることができる。  

（支給認定証の再交付） 
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第十六条  市町村は、支給認定証を破り、汚し、又は失った支給認定保護者から、支給認定の有

効期間内において、支給認定証の再交付の申請があったときは、支給認定証を交付するものとす

る。  

２  前項の申請をしようとする支給認定保護者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を、市

町村に提出しなければならない。  

一  当該申請を行う支給認定保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先（保護者が法人である

ときは、法人の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地並びに当該申請に係る小学校就

学前子どもの居住地）  

二  当該申請に係る小学校就学前子どもの氏名、生年月日及び支給認定保護者との続柄  

三  申請の理由  

３  支給認定証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その支給認定証を

添付しなければならない。  

４  支給認定証の再交付を受けた後、失った支給認定証を発見したときは、速やかにこれを市町村

に返還しなければならない。  

    第二節 施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給  

（法第二十七条第一項に規定する一日当たりの時間及び期間） 

第十七条  法第二十七条第一項に規定する一日当たりの時間は四時間を標準とし、期間は三十

九週以上として、支給認定保護者が特定教育・保育施設（認定こども園に限る。）と締結した保育

の提供に関する契約において定める時間及び期間とする。  

（施設型給付費の支給） 

第十八条  市町村は、法第二十七条第一項の規定に基づき、毎月、施設型給付費を支給するもの

とする。  

（支給認定証の提示） 

第十九条  支給認定保護者は、法第二十七条第二項の規定に基づき、支給認定教育・保育を受け

るに当たっては、その都度、特定教育・保育施設に対して支給認定証を提示しなければならない。  
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（特例施設型給付費の支給） 

第二十条  市町村は、法第二十八条第一項の規定に基づき、毎月、特例施設型給付費（同項第一

号に係るものを除く。）を支給するものとする。  

（準用） 

第二十一条  第十七条の規定は法第二十八条第一項第二号の内閣府令で定める一日当たりの時

間及び期間について、第十九条の規定は特例施設型給付費（法第二十八条第一項第一号に係

るものを除く。）の支給について、準用する。この場合において、第十七条の規定中「認定こども

園」とあるのは「保育所」と読み替えるものとする。  

（地域型保育給付費の支給） 

第二十二条  市町村は、法第二十九条第一項の規定に基づき、毎月、地域型保育給付費を支給

するものとする。  

（支給認定証の提示） 

第二十三条  支給認定保護者は、法第二十九条第二項の規定に基づき、満三歳未満保育認定地

域型保育を受けるに当たっては、その都度、特定地域型保育事業者に対して支給認定証を提示

しなければならない。  

（特例地域型保育給付費の支給） 

第二十四条  市町村は、法第三十条第一項の規定に基づき、毎月、特例地域型保育給付費（同項

第一号に係るものを除く。）を支給するものとする。  

（準用） 

第二十五条  第十七条の規定は法第三十条第一項第二号及び第四号の内閣府令で定める一日

当たりの時間及び期間について、第二十三条の規定は特例地域型保育給付費（法第三十条第一

項第一号に係るものを除く。）の支給について、準用する。この場合において、第十七条の規定中

「特定教育・保育施設（認定こども園に限る。）」とあるのは「特定地域型保育事業者又は特例保育

を行う事業者」と読み替えるものとする。  

   第二章 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者  
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    第一節 特定教育・保育施設  

（特定教育・保育施設の確認の申請等） 

第二十六条  法第三十一条第一項の規定に基づき特定教育・保育施設の確認を受けようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該確認の申請に係る施設の設置の場所を

管轄する市町村長（特別区の長を含む。以下同じ。）に提出しなければならない。ただし、第四号

に掲げる事項を記載した申請書又は書類（登記事項証明書を除く。）については、市町村長が、イ

ンターネットを利用して当該事項を閲覧することができる場合は、この限りでない。  

一  施設の名称、教育・保育施設の種類及び設置の場所  

二  設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名  

三  当該申請に係る事業の開始の予定年月日  

四  設置者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等  

五  認定こども園、幼稚園又は保育所の認可証又は認定証等の写し  

六  建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概要  

七  法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（同項第三号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校

就学前子どもの区分）ごとの利用する小学校就学前子どもの数  

八  施設の管理者の氏名、生年月日及び住所  

九  運営規程  

十  利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要  

十一  当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態  

十二  当該申請に係る事業に係る資産の状況  

十三  法第三十三条第二項の規定により支給認定子どもを選考する場合の基準  

十四  当該申請に係る事業に係る施設型給付費及び特例施設型給付費の請求に関する事項  

十五  法第四十条第二項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書面

（第三十条第二項において「誓約書」という。）  
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十六  役員の氏名、生年月日及び住所  

十七  その他確認に関し必要と認める事項  

（特定教育・保育施設の利用定員の協議の手続） 

第二十七条  法第三十一条第三項の規定による協議は、次の各号に掲げる事項を当該市町村の

属する都道府県知事に提出してするものとする。  

一  当該確認に係る施設の名称、教育・保育施設の種類及び設置の場所  

二  当該確認に係る設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、

住所及び職名  

三  当該確認に係る事業の開始の予定年月日  

四  定めようとする法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（同項第三号に掲

げる小学校就学前子どもの区分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳

以上の小学校就学前子どもの区分）ごとの利用定員の数  

（特定教育・保育施設の確認の変更の申請） 

第二十八条  法第三十二条第一項の規定に基づき特定教育・保育施設の確認の変更を受けようと

する者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該変更に係る施設の所在地を管轄

する市町村長に提出しなければならない。  

一  施設の名称、教育・保育施設の種類及び所在地  

二  設置者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名  

三  建物の構造概要及び図面（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概要  

四  法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（同項第三号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校

就学前子どもの区分）ごとの利用する小学校就学前子どもの数  

五  当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態  

六  利用定員を増加しようとする理由  

（準用） 
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第二十九条  第二十七条の規定は、法第三十二条第一項の規定により法第二十七条第一項の確

認の変更の申請があった場合及び法第三十二条第三項の規定により利用定員を変更しようとす

る場合における都道府県知事への協議について準用する。  

（特定教育・保育施設の設置者の住所等の変更の届出等） 

第三十条  特定教育・保育施設の設置者は、第二十六条第一号（教育・保育施設の種類を除

く。）、第二号、第四号（当該確認に係る事業に関するものに限る。）、第六号、第八号、第九号、第

十四号及び第十六号に掲げる事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当該特

定教育・保育施設の所在地を管轄する市町村長に届け出なければならない。ただし、同条第四号

に掲げる事項（登記事項証明書を除く。）については、市町村長が、インターネットを利用して当該

事項を閲覧することができる場合は、この限りでない。  

２  前項の届出であって、特定教育・保育施設の設置者の役員又はその長の変更に伴うものは、誓

約書を添付して行うものとする。  

（特定教育・保育施設の利用定員の減少の届出） 

第三十一条  法第三十五条第二項の規定による利用定員の減少の届出は、次に掲げる事項を記

載した書類を提出することによって行うものとする。  

一  利用定員を減少しようとする年月日  

二  利用定員を減少する理由  

三  現に利用している小学校就学前子どもに対する措置  

四  法第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（同項第三号に掲げる小学校就

学前子どもの区分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校

就学前子どもの区分）ごとの減少後の利用定員  

（令第八条第一項の内閣府令で定める者） 

第三十二条  子ども・子育て支援法施行令（平成二十六年政令第二百十三号。以下「令」という。）

第八条第一項の内閣府令で定める者は、市町村長、内閣総理大臣又は都道府県知事（第三十九

条及び第四十三条において「市町村長等」という。）が法第五十六条第一項その他の規定による

報告等の権限を適切に行使し、当該確認の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発
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生を防止するための当該特定教育・保育施設の設置者による業務管理体制の整備についての取

組の状況その他の当該事実に関して当該特定教育・保育施設の設置者が有していた責任の程度

を確認した結果、当該確認の取消しの理由となった事実について組織的に関与していると認めら

れない者とする。  

（令第八条第二項第一号の内閣府令で定める密接な関係等） 

第三十三条  令第八条第二項第一号の内閣府令で定める密接な関係を有する法人は、次の各号

のいずれにも該当する法人とする。  

一  その者の重要な事項に係る意思決定に関与し、又はその者若しくはその者の親会社等が重要

な事項に係る意思決定に関与していること。  

二  法第二十七条第一項の規定により市町村長の確認を受けた者であること。  

２  令第八条第二項第一号イの内閣府令で定めるものは、次に掲げる者とする。  

一  その者の役員に占めるその役員の割合が二分の一を超える者  

二  その者（株式会社である場合に限る。）の議決権の過半数を所有している者  

三  その者（持分会社（会社法（平成十七年法律第八十六号）第五百七十五条第一項に規定する

持分会社をいう。以下この条において同じ。）である場合に限る。）の資本金の過半数を出資して

いる者  

四  その者の事業の方針の決定に関して、前三号に掲げる者と同等以上の支配力を有すると認め

られる者  

３  令第八条第二項第一号ロの内閣府令で定めるものは、次に掲げる者とする。  

一  その者の親会社等の役員と同一の者がその役員に占める割合が二分の一を超える者  

二  その者の親会社等（株式会社である場合に限る。）が議決権の過半数を所有している者  

三  その者の親会社等（持分会社である場合に限る。）が資本金の過半数を出資している者  

四  事業の方針の決定に関するその者の親会社等の支配力が前三号に掲げる者と同等以上と認

められる者  

４  令第八条第二項第一号ハの内閣府令で定めるものは、次に掲げる者とする。  

一  その者の役員と同一の者がその役員に占める割合が二分の一を超える者  
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二  その者（株式会社である場合に限る。）が議決権の過半数を所有している者  

三  その者（持分会社である場合に限る。）が資本金の過半数を出資している者  

四  事業の方針の決定に関するその者の支配力が前三号に掲げる者と同等以上と認められる者  

（聴聞決定予定日の通知） 

第三十四条  令第八条第二項第三号の規定による通知をするときは、法第三十八条第一項の規

定による検査が行われた日（以下この条において「検査日」という。）から十日以内に、検査日から

起算して六十日以内の特定の日を通知するものとする。  

（法第四十一条の内閣府令で定める事項） 

第三十五条  法第四十一条の内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一  当該特定教育・保育施設の設置者の名称  

二  当該特定教育・保育施設の名称及び所在地  

三  確認をし、若しくは確認を取り消した場合又は確認の辞退があった場合にあっては、その年月

日  

四  確認の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間  

五  教育・保育施設の種類  

    第二節 特定地域型保育事業者  

（特定地域型保育事業者の確認の申請等） 

第三十六条  法第四十三条第一項の規定に基づき特定地域型保育事業者の確認を受けようとす

る者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該確認の申請に係る事業所の所在地

を管轄する市町村長（同項の規定に基づき確認を受けようとする地域型保育事業を行う事業所の

所在地の市町村以外の市町村（以下この条において「他の市町村」という。）の長から確認を受け

ようとする場合には、当該他の市町村の長。以下この節において同じ。）に提出しなければならな

い。ただし、第四号に掲げる事項を記載した申請書又は書類（登記事項証明書を除く。）について

は、市町村長が、インターネットを利用して当該事項を閲覧することができる場合は、この限りでな

い。  
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一  事業所（当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有す

るときは、当該事務所を含む。）の名称及び所在地  

二  申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名  

三  当該申請に係る事業の開始の予定年月日  

四  申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等  

五  地域型保育事業の認可証等の写し  

六  事業所の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の概要  

七  満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校就学前子どもの区分ごとの

利用する小学校就学前子どもの数  

八  事業所の管理者の氏名、生年月日、住所  

九  運営規程  

十  利用者又はその家族からの苦情を処理するために講ずる措置の概要  

十一  当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態  

十二  当該申請に係る事業に係る資産の状況  

十三  法第四十五条第二項の規定により満三歳未満保育認定子どもを選考する場合の基準  

十四  当該申請に係る事業に係る地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の請求に関する

事項  

十五  法第五十二条第二項に規定する申請をすることができない者に該当しないことを誓約する書

面（第三十八条第二項において「誓約書」という。）  

十六  役員の氏名、生年月日及び住所  

十七  特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（平成二十六年内閣府

令第三十九号）第四十二条第一項及び第二項の規定により連携協力を行う特定教育・保育施設

又は同項に規定する居宅訪問型保育連携施設（別表第一第二号トにおいて「居宅訪問型保育連

携施設」という。）の名称  

十八  その他確認に関し必要と認める事項  

（特定地域型保育事業者の確認の変更の申請） 
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第三十七条  法第四十四条第一項の規定に基づき特定地域型保育事業者の確認の変更を受けよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該変更に係る事業所の所在地を

管轄する市町村長に提出しなければならない。  

一  事業所の名称及び所在地  

二  申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名  

三  事業所の平面図（各室の用途を明示するものとする。）及び設備の概要  

四  満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校就学前子どもの区分ごとの

利用する小学校就学前子どもの数  

五  当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態  

六  利用定員を増加しようとする理由  

（特定地域型保育事業者の名称等の変更の届出等） 

第三十八条  特定地域型保育事業者は、第三十六条第一号、第二号、第四号（当該確認に係る事

業に関するものに限る。）、第六号、第八号、第九号、第十四号、第十六号及び第十七号に掲げる

事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当該特定地域型保育事業者の事業所

の所在地を管轄する市町村長に届け出なければならない。ただし、同条第四号に掲げる事項（登

記事項証明書を除く。）については、市町村長が、インターネットを利用して当該事項を閲覧するこ

とができる場合は、この限りでない。  

２  前項の届出であって、特定地域型保育事業者に係る管理者の変更又は役員の変更に伴うもの

は、誓約書を添付して行うものとする。  

３  第三十一条の規定は、法第四十七条第二項の規定により特定地域型保育事業の利用定員の

減少をしようとするときについて準用する。この場合において、第三十一条第四号中「法第十九条

第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分（同項第三号に掲げる小学校就学前子どもの区

分にあっては、満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校就学前子どもの

区分）」とあるのは、「満一歳に満たない小学校就学前子ども及び満一歳以上の小学校就学前子

どもの区分」と読み替えるものとする。  

（令第十一条第一項の内閣府令で定める者） 
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第三十九条  令第十一条第一項の内閣府令で定める者は、市町村長等が法第五十六条第一項そ

の他の規定による報告等の権限を適切に行使し、当該確認の取消しの処分の理由となった事実

及び当該事実の発生を防止するための当該特定地域型保育事業者による業務管理体制の整備

についての取組の状況その他の当該事実に関して当該特定地域型保育事業者が有していた責

任の程度を確認した結果、当該確認の取消しの理由となった事実について組織的に関与している

と認められない者とする。  

（聴聞決定予定日の通知） 

第四十条  令第十一条第二項第四号の規定による通知をするときは、法第五十条第一項の規定

による検査が行われた日（以下この条において「検査日」という。）から十日以内に、検査日から起

算して六十日以内の特定の日を通知するものとする。  

（法第五十三条の内閣府令で定める事項） 

第四十一条  法第五十三条の内閣府令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  

一  当該特定地域型保育事業者の名称  

二  当該確認に係る事業所の名称及び所在地  

三  確認をし、若しくは確認を取り消した場合又は確認の辞退があった場合にあっては、その年月

日  

四  確認の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間  

五  地域型保育事業の種類  

    第三節 業務管理体制の整備等  

（法第五十五条第一項の内閣府令で定める基準） 

第四十二条  法第五十五条第一項の内閣府令で定める基準は、次の各号に掲げる者の区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。  

一  確認を受けている施設又は事業所の数が一以上二十未満の事業者 法令を遵守するための

体制の確保に係る責任者（以下「法令遵守責任者」という。）の選任をすること。  
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二  確認を受けている施設又は事業所の数が二十以上百未満の事業者 法令遵守責任者の選任

をすること及び業務が法令に適合することを確保するための規程を整備すること。  

三  確認を受けている施設又は事業所の数が百以上の事業者 法令遵守責任者の選任をするこ

と、業務が法令に適合することを確保するための規程を整備すること及び業務執行の状況の監査

を定期的に行うこと。  

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第四十三条  特定教育・保育提供者は、法第五十五条第一項の規定による業務管理体制の整備

について、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した届書を、同条第二項各号に掲げる区分に応じ、市

町村長等に届け出なければならない。  

一  事業者の名称又は氏名、主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所

及び職名  

二  法令遵守責任者の氏名及び生年月日  

三  業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（確認を受けている施設又は事業所

の数が二十以上の事業者の場合に限る。）  

四  業務執行の状況の監査の方法の概要（確認を受けている施設又は事業所の数が百以上の事

業者の場合に限る。）  

２  特定教育・保育提供者は、前項の規定により届け出た事項に変更があったときは、遅滞なく、当

該変更に係る事項について、法第五十五条第二項各号に掲げる区分に応じ、市町村長等に届け

出なければならない。  

３  特定教育・保育提供者は、法第五十五条第二項各号に掲げる区分に変更があったときは、変

更後の届書を、変更後の区分により届け出るべき市町村長等及び変更前の区分により届け出る

べき市町村長等の双方に届け出なければならない。  

（市町村長の求めに応じて法第五十六条第一項の権限を行った場合における内閣総理大臣又は

都道府県知事による通知） 
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第四十四条  法第五十六条第四項の規定により内閣総理大臣又は都道府県知事が同条第一項

の権限を行った結果を通知するときは、権限を行使した年月日、結果の概要その他必要な事項を

示さなければならない。  

（法第五十七条第三項の規定による命令に違反した場合における内閣総理大臣又は都道府県知

事による通知） 

第四十五条  内閣総理大臣又は都道府県知事は、特定教育・保育提供者が法第五十七条第三項

の規定による命令に違反したときは、その旨を当該特定教育・保育提供者の確認を行った市町村

長に通知しなければならない。  

    第四節 教育・保育に関する情報の報告及び公表  

（法第五十八条第一項の内閣府令で定めるとき） 

第四十六条  法第五十八条第一項の内閣府令で定めるときは、災害その他都道府県知事に対し

報告を行うことができないことにつき正当な理由がある特定教育・保育提供者以外のものについ

て、都道府県知事が定めるときとする。  

（法第五十八条第一項の内閣府令で定める情報） 

第四十七条  法第五十八条第一項の内閣府令で定める情報は、教育・保育の提供を開始しようと

するときにあっては別表第一に掲げる項目に関するものとし、同項の内閣府令で定めるときにあ

っては別表第一及び別表第二に掲げる項目に関するものとする。  

（法第五十八条第二項の規定による公表の方法） 

第四十八条  都道府県知事は、法第五十八条第一項の規定による報告を受けた後、当該報告の

内容を公表するものとする。ただし、都道府県知事は、当該報告を受けた後に同条第三項の調査

を行ったときは、当該調査の結果を公表することをもって、当該報告の内容を公表したものとする

ことができる。  

（法第五十八条第三項の内閣府令で定める教育・保育情報） 

第四十九条  法第五十八条第三項の内閣府令で定める教育・保育情報は、別表第一及び別表第

二に掲げる項目に関する情報とする。  



資料３ 

 

（法第五十八条第七項の内閣府令で定める情報） 

第五十条  法第五十八条第七項の内閣府令で定める情報は、教育・保育の質及び教育・保育に従

事する従業者に関する情報（教育・保育情報に該当するものを除く。）として都道府県知事が定め

るものとする。  

   第三章 地域子ども・子育て支援事業  

（法第五十九条第一号に規定する内閣府令で定める便宜） 

第五十一条  法第五十九条第一号に規定する内閣府令で定める便宜は、子ども及びその保護者

に係る状況の把握、必要な情報の提供及び助言並びに相談及び指導、子ども及びその保護者と

市町村、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業者等との連絡調整その他の子ども及びその

保護者に必要な支援とする。  

   第四章 子ども・子育て支援事業計画  

（市町村子ども・子育て支援事業計画に住民の意見を反映させるために必要な措置） 

第五十二条  法第六十一条第八項の内閣府令で定める方法は、市町村子ども・子育て支援事業

計画の案及び当該案に対する意見の提出方法、提出期限、提出先その他意見の提出に必要な

事項を、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な手段により住民に周知する方法とす

る。  

   第五章 雑則  

（身分を示す証明書の様式） 

第五十三条  法第十三条第二項及び法第十四条第二項において準用する法第十三条第二項の

規定により当該職員が携帯すべき証明書の様式は、様式第一号のとおりとする。  

２  法第十五条第三項において準用する法第十三条第二項の規定により当該職員が携帯すべき

証明書の様式は、様式第二号のとおりとする。  
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３  法第三十八条第二項において準用する法第十三条第二項、法第五十条第二項において準用

する法第十三条第二項及び法第五十六条第五項において準用する法第十三条第二項の規定に

より当該職員が携帯すべき証明書の様式は、様式第三号のとおりとする。  

 

   附 則 

（施行期日）  

第一条  この府令は、法の施行の日から施行する。ただし、附則第四条から第七条までの規定は、

法附則第一条第四号の規定の施行の日から施行する。  

（就労時間に係る要件に関する特例）  

第二条  施行日から起算して十年を経過する日までの間は、第一条第一号の規定の適用について

は、同号中「四十八時間から六十四時間までの範囲内で月を単位に市町村」とあるのは、「市町

村」とする。  

（特定保育所に係る委託費の支払に関する技術的読替え） 

第三条  法附則第六条第一項の場合におけるこの府令の規定の適用については、次の表の上欄

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句とする。 

第七条 特定教育・保育施設等 特定教育・保育施設等（法附則第六条第

一項に規定する特定保育所を除く。第九

条第四項において同じ。） 

第二十六条

第十三号か

ら第十七号

まで 

十三 法第三十三条第二項の規定によ

り支給認定子どもを選考する場合の基

準 

十四 当該申請に係る事業に係る施設

型給付費及び特例施設型給付費の請求

に関する事項 

十五 法第四十条第二項に規定する申

十三 当該申請に係る事業に係る施設

型給付費（法附則第六条第一項に規定

する委託費を含む。）及び特例施設型給

付費の請求に関する事項 

十四 法第四十条第二項に規定する申

請をすることができない者に該当しないこ

とを誓約する書面（第三十条第二項にお
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請をすることができない者に該当しない

ことを誓約する書面（第三十条第二項に

おいて「誓約書」という。） 

十六 役員の氏名、生年月日及び住所 

十七 その他確認に関し必要と認める事

項 

いて「誓約書」という。） 

十五 役員の氏名、生年月日及び住所 

十六 その他確認に関し必要と認める事

項 

第三十条第

一項 

第十四号及び第十六号 第十三号及び第十五号 

 

（教育・保育施設の別段の申出） 

第四条  法附則第七条ただし書の規定による別段の申出は、次の事項を記載した申請書を当該申

出に係る認定こども園、幼稚園又は保育所の所在地を管轄する市町村長に提出して行うものとす

る。  

一  当該申出に係る認定こども園、幼稚園又は保育所の名称及び所在地並びにその設置者及び

管理者の氏名及び住所  

二  法附則第七条本文の規定に係る確認を不要とする旨  

（別段の申出をしない認定こども園等の設置者に係る特定教育・保育施設の利用定員等） 

第五条  市町村長は、法附則第七条ただし書の規定による別段の申出をしない認定こども園、幼

稚園又は保育所（第三項及び次条において「みなし認定こども園等」という。）の設置者に係る特

定教育・保育施設の利用定員を定めるものとする。  

２  市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あらか

じめ都道府県知事に協議しなければならない。  

３  前項の規定による協議は、第二十七条各号（第三号を除く。）に掲げる事項及び過去三年間に

おけるみなし認定こども園等の利用人数を当該市町村の属する都道府県知事に提出してするも

のとする。  
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第六条  みなし認定こども園等は、施行日までの間に、第二十六条各号（第三号及び第七号を除

く。）に掲げる事項及び過去三年間におけるみなし認定こども園等の利用人数を記載した書類を、

当該みなし認定こども園等の所在地を管轄する市町村長に提出しなければならない。ただし、同

条第四号に掲げる事項を記載した書類（登記事項証明書を除く。）については、市町村長が、イン

ターネットを利用して当該事項を閲覧することができる場合は、この限りでない。  

（別段の申出をしない市町村に係る特定地域型保育事業の利用定員） 

第七条  附則第五条第一項の規定は、法附則第八条ただし書の規定による別段の申出をしない市

町村について、準用する。  

（教育・保育施設の設置者に関する経過措置） 

第八条  令附則第七条第一項第一号に掲げる幼稚園又は保育所は、次に掲げる要件に該当する

ものとする。  

一  令附則第七条第一項第一号の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第三条第一項の認定を辞退した認定こども園の所

在する区域と同一の区域内にあること。  

二  当該認定こども園の数と設置する幼稚園の数又は設置する保育所の数が同一の数以下であ

ること。  

第九条  当分の間、法第二十七条第一項の確認があった教育・保育施設の設置者（法人以外の者

に限る。）に対する第三十条第二項の規定の適用については、同項中「設置者の役員又は」とあ

るのは、「管理者の変更又は当該特定教育・保育施設の設置者の役員若しくは」とする。  

 

   附 則 （平成二六年七月一七日内閣府令第五五号）  

 この府令は、公布の日から施行する。  

 

 

別表第一 （第四十七条、第四十九条関係） 

一 施設又は事業所（以下この表及び次表において「施設等」という。）を運営する法人に関する
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事項 

 イ 法人の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 

 ロ 法人の代表者の氏名及び職名 

 ハ 法人の設立年月日 

 ニ 法人が教育・保育を提供し、又は提供しようとする施設等の所在地を管轄する都道府県の

区域内に所在する当該法人が設置する教育・保育施設及び当該法人が行う地域型保育事業 

 ホ その他都道府県知事が必要と認める事項 

二 当該報告に係る教育・保育を提供し、又は提供しようとする施設等に関する事項 

 イ 教育・保育施設又は地域型保育事業の種類 

 ロ 施設等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 

 ハ 事業所番号 

 ニ 施設等の管理者の氏名及び職名 

 ホ 認定こども園、幼稚園、保育所又は地域型保育事業の認可又は認定を受けた年月日 

 ヘ 当該報告に係る事業の開始年月日又は開始予定年月日及び確認を受けた年月日 

 ト 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の規定により連携する特

定教育・保育施設又は居宅訪問型保育連携施設の名称（特定地域型保育事業者に限る。） 

 チ その他都道府県知事が必要と認める事項 

三 施設等において教育・保育に従事する従業者（以下この号において「従業者」という。）に関す

る事項 

 イ 職種別の従業者の数 

 ロ 従業者の勤務形態、労働時間、従業者一人当たりの小学校就学前子どもの数等 

 ハ 従業者の教育・保育の業務に従事した経験年数等 

 ニ 従業者の有する教育又は保育に係る免許、資格の状況 

 ホ その他都道府県知事が必要と認める事項 

四 教育・保育等の内容に関する事項 

 イ 施設等の開所時間、利用定員、学級数その他の運営に関する方針 

 ロ 当該報告に係る教育・保育の内容等（特定教育・保育施設における保護者に対する子育て

の支援の実施状況（幼稚園及び保育所については実施している場合に限る。）を含む。） 

 ハ 当該報告に係る教育・保育の提供に係る居室面積、園舎面積、園庭の面積等（幼保連携型

認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成二十六年内閣府・文部科学

省・厚生労働省令第一号）附則第四条の規定により同令の規定を読み替えて適用する場合にあ

っては、その旨を含む。） 

 ニ 施設等の利用手続、選考基準その他の利用に関する事項 

 ホ 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況 

 ヘ 当該報告に係る教育・保育の提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事

項 

 ト 施設等の教育・保育の提供内容に関する特色等 

 チ その他都道府県知事が必要と認める事項 
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五 当該報告に係る教育・保育を利用するに当たっての利用料等に関する事項 

六 その他都道府県知事が必要と認める事項  

別表第二 （第四十七条、第四十九条関係） 

第一 教育・保育の内容に関する事項 

 一 教育・保育の提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等に当たり利用者等の

権利擁護等のために講じている措置 

  イ 教育・保育の提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の取得の

状況 

 ロ 利用者等に対する利用者が負担する利用料等に関する説明の実施の状況 

 二 相談、苦情等の対応のための取組の状況 

第二 教育・保育を提供する施設等の運営状況に関する事項 

 一 安全管理及び衛生管理のために講じている措置 

 二 情報の管理、個人情報保護等のための取組の状況 

 三 教育・保育の提供内容の改善の実施の状況 

第三 都道府県知事が必要と認める事項  

様式第一号（第五十三条第一項関係） 

様式第二号（第五十三条第二項関係） 

様式第三号（第五十三条第三項関係） 


